
令和６年度三重県介護予防
市町支援委員会

令和７年１月３０日
三重県医療保健部長寿介護課

参考資料

1



• 三重県の高齢者の状況について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３
• 地域包括ケアシステム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６
• 介護予防・日常生活支援総合事業の全体像・・・・・・・・・・・・・・９
• 住民主体の通いの場等
（地域介護予防活動支援事業）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

• 「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」
取りまとめ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

• 地域支援事業における事業間連携・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３
• 地域づくり加速化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７
• 介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた
検討会における議論の中間整理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２

• 地域リハビリテーション体制（イメージ）・・・・・・・・・・・・・・・・・３８
• 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施・・・・・・・・・・・・４１
• 保険者機能強化推進交付金・
介護保険保険者努力支援交付金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７

２



三重県の高齢者の状況について
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資料；2020 年以前は総務省統計局「国勢調査」、2025 年以後は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」 
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三重県の高齢化の推移と将来推計
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三重県の高齢者の現状について
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地域包括ケアシステム
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介護予防・日常生活支援総合事業の全体像

9



【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
23%

2号保険料
27%

【財源構成】

国 38.5%

都道府県
19.25%

市町村
19.25%

1号保険料
23%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援１～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進

○認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

従前と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

介護保険制度改正による地域包括ケアシステム構築の取組全体像
平成26年度まで 平成27年度以降介護保険制度

全市町村で
実施

10



11



12

国資料



13

国資料



14

国資料



15
15

国資料



住民主体の通いの場等
（地域介護予防活動支援事業）
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「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」取りまとめ
（令和元年１２月１３日公表）
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地域支援事業における事業間連携
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地域包括ケアシステムの深化（地域支援事業の観点から保険者の機能強化を支援）
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地域包括ケアシステムの深化（地域支援事業の観点から保険者の機能強化を支援）
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地域づくり加速化事業
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介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた
検討会における議論の中間整理（令和５年１２月７日）
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地域リハビリテーション体制（イメージ）
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
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※令和6年度現在、
三重県内全市町において
実施されています。
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保険者機能強化推進交付金・
介護保険保険者努力支援交付金
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令和７年度当初予算案 （一般財源） 101     億円（100億円）
（消費税財源）200 億円（200億円）

○ 各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組及び都道府県が行う市町村支援の取組に対し、評価指標の達成状況（評価指標の
総合得点）に応じて、交付金を交付する。
※ 介護保険保険者努力支援交付金（消費税財源）は、上記の取組の中でも介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業（包括

的・継続的ケアマネジメント支援事業、在宅医療介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症総合支援事業）に使途範囲を限定。

【実施主体】 都道府県、市町村
【交付金の配分に係る主な評価指標】

【交付金の活用方法】
○都道府県分:高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて市町村を支援する各種事業（市町村に対する研修事業、

リハビリ専門職等の派遣事業等）の事業費に充当。
○市町村分: 国、都道府県、市町村及び第２号保険料の法定負担割合に加えて、介護保険特別会計に充当し、地域支援事業、

市町村特別給付、保健福祉事業など、高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防等に必要な事業を充実。
【補助率・単価】定額（国が定める評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、交付金を配分）
【負担割合】 国10/10

【事業実績】 交付先47都道府県及び1,571保険者（令和５年度）

２ 事業スキーム・実施主体等

○ 平成29年の地域包括ケア強化法の成立を踏まえ、客観的な指標による評価結果に基づく財政的インセンティブとして、平成30年度より、
保険者機能強化推進交付金を創設し、保険者（市町村）による高齢者の自立支援、重度化防止の取組や、都道府県による保険者支援の取組を
推進。令和２年度からは、介護保険保険者努力支援交付金（社会保障の充実分）を創設し、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点的に
評価することにより、これらの取組を強化。

○ 令和５年度においては、秋の行政事業レビューや予算執行調査などの結果を踏まえ、アウトカムに関連するアウトプット・中間アウトカム
指標の充実や、評価指標の縮減など、制度の効率化・重点化を図るための見直しを行ったところであり、令和６年度以降、引き続き保険者
機能強化の推進を図る。

〈交付金を活用した保険者機能の強化のイメージ〉

１ 事業の目的

（介護保険保険者努力支援交付金）（保険者機能強化推進交付金）
①介護予防日常生活支援の取組状況①事業計画等等によるPDCAサイクルの構築状況
②認知症総合支援の取組状況②介護給付の適正化の取組状況
③在宅医療介護連携の取組状況③介護人材確保の取組状況

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金

48
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令和７年度保険者機能強化推進交付金評価指標（市町村分）

活動指標群（中間アウトカム・アウトプット指標）体制・取組指標群（プロセス指標）

目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金

１ 今年度の評価得点

２ 後期高齢者数と給付費の伸び率の比較

３ PFS（成果連動型民間委託契約方式）による
委託事業数

１ 地域の介護保険事業の特徴を把握しているか。

⇒ 地域の介護保険事業の特徴を把握し、これを地域の中で共有でき

ているかどうかを評価

２ 介護保険事業計画の進捗状況（介護サービス見込量の計画値と

実績値の乖離状況）を分析しているか。

⇒ 介護保険事業計画の進捗管理を通じたPDCAサイクルを評価

３ 自立支援、重度化防止等に関する施策について、実施状況を把握

し、必要な改善を行っているか。

⇒ 各種施策レベルでのPDCAサイクルを評価

４ 保険者機能強化推進交付金等に係る評価結果を関係者間で共

有し、自立支援、重度化防止等に関する施策の遂行に活用してい

るか。

⇒ PDCAサイクルの実施に当たっての評価結果の活用状況を評価

目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構築する

１ ケアプラン点検の実施割合

２ 医療情報との突合の実施割合

１ 介護給付費の適正化に向けた方策を策定しているか。

⇒ 介護給付費の適正化に関するPDCAサイクルを評価

２ 介護給付費適正化事業を効果的に実施しているか。

⇒ 介護給付費適正化事業の実施状況を評価

目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する

１ 高齢者人口当たりの地域住民に対する介

護の仕事の魅力を伝達するための研修の修

了者数

２ 高齢者人口当たりの介護人材（介護支援

専門員を除く。）の定着、資質向上を目的とし

た研修の修了者数

３ 介護支援専門員を対象としたケアマネジメ

ントの質の向上に関する研修（介護支援専門

員法定研修を除く。）の総実施日数

１ 地域における介護人材の確保・定着のため、都道府県等と連携し

つつ、 必要な取組を実施しているか。

⇒ 介護人材の確保・定着に関する取組状況を評価

２ 地域におけるサービス提供体制の確保や、自立支援・重度化防止、

介護人材確保に関する施策等の推進に当たって、庁内・庁外におけ

る関係者との連携体制が確保されているか。

⇒ 庁内・庁外における連携体制の構築状況等を評価

成果指標群（アウトカム指標）

目標Ⅳ：高齢者がその状況に応じ
て可能な限り自立した日常生
活を営む

１ 短期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

２ 長期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

３ 短期的な平均要介護度（要介護
３～５）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

４ 長期的な平均要介護度（要介護
３～５）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

５ 要介護２以上の認定率、認定率
の変化率の状況はどのようになっ
ているか。
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令和７年度介護保険保険者努力支援交付金評価指標（市町村分）

活動指標群（中間アウトカム・アウトプット指標）体制・取組指標群（プロセス指標）

目標Ⅰ 介護予防/日常生活支援を推進する

介
護
保
険
保
険
者
努
力
支
援
交
付
金

１ 高齢者人口当たりの地域包括支援セン

ターに配置される３職種の人数

２ 地域包括支援センター事業評価の達成

状況

３ 地域ケア会議における個別事例の検討

割合（個別事例の検討件数／受給者数）

４ 通いの場への65歳以上高齢者の参加
率

５ 高齢者のポイント事業への参加率

６ 通いの場等において心身・認知機能を

維持・改善した者の割合

７ 高齢者人口当たりの生活支援コーディ

ネーター数

８ 生活支援コーディネーターの地域ケア

会議への参加割合

９ 総合事業における多様なサービスの実

施状況

１ 介護予防・生活支援サービス・一般介護予防事業の実施に当たって、データを活
用して課題の把握を行っているか。
⇒ 介護予防事業におけるデータの活用状況を評価

２ 通いの場やボランティア活動その他の介護予防に資する取組の推進を図るため、
アウトリーチ等の取組を実施しているか。
⇒ 介護予防事業におけるアウトリーチ等の取組状況を評価

３ 介護予防等と保健事業を一体的に実施しているか。
⇒ 介護予防事業と保健事業との連携状況を評価

４ 通いの場の参加者の健康状態等の把握・分析により、介護予防・生活支援サー
ビス・一般介護予防事業の内容等の検討を行っているか。
⇒ 通いの場参加者の健康状態の把握・分析等の取組状況を評価

５ 地域におけるリハビリテーションの推進に向けた具体的な取組を行っているか。
⇒ 地域リハビリテーションの推進に向けた取組状況を評価

６ 生活支援コーディネーターの活動等により、地域のニーズを踏まえた介護予防・
生活支援の体制が確保されているか。
⇒ 生活支援コーディネーター等によるサービス確保に向けた取組状況を評価

７ 多様なサービスの活用の推進に向け、実施状況の調査・分析・評価を行っている
か。
⇒ 多様なサービスの活用の推進に向けた取組状況を評価

目標Ⅱ 認知症総合支援を推進する

１ 高齢者人口当たりの認知症サポーター

数

２ 高齢者人口当たりの認知症サポータース

テップアップ講座修了者数

３ 認知症地域支援推進員が行っている業

務の状況

１ 認知症サポーター等を活用した地域支援体制の構築及び社会参加支援を行って
いるか。
⇒ 認知症サポーター等による支援体制等を評価

２ 認知症状のある人に対して、専門医療機関との連携により、早期診断・早期対応
に繋げるための体制を構築しているか。
⇒ 医療との連携による早期診断・早期対応の取組状況を評価

３ 難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る取組を行っているか。
⇒ 難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る取組状況を評価

目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する

１ 入退院支援の実施状況

２ 人生の最終段階における支援の実施状

況

１ 地域の医療・介護関係者等が参画する会議において、市町村が所持するデータ
等に基づき、在宅医療・介護連携に関する課題を検討し、対応策が具体化されて
いるか。
⇒ 在宅医療・介護連携に当たってのデータの活用状況を評価

２ 在宅医療と介護の連携の強化・推進に向け、相談支援、研修会の開催といった
具体的取組を行っているか。
⇒ 在宅医療・介護連携の推進に向けた取組状況を評価

３ 患者・利用者の状態の変化等に応じて、医療・介護関係者間で速やかな情報共
有が実施できるよう、具体的な取組を行っているか。
⇒ 医療・介護関係者間の情報共有の取組状況を評価

成果指標群（アウトカム指標）

目標Ⅳ：高齢者がその状況に応じ
て可能な限り自立した日常生
活を営む

１ 短期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

２ 長期的な平均要介護度（要介護
１・２）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

３ 短期的な平均要介護度（要介護
３～５）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

４ 長期的な平均要介護度（要介護
３～５）の変化率の状況はどのよう
になっているか。

５ 要介護２以上の認定率、認定率
の変化率の状況はどのようになっ
ているか。
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